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午後 ２時０１分 開 議

○議長（三浦利通君） これより、本日の会議を開きます。

○議長（三浦利通君） 本日の議事は、議事日程第５号をもって進めます。

日程第１ 議案第６１号から第６４号までを一括上程

○議長（三浦利通君） 日程第１、議案第６１号から第６４号までを一括して議題とい

たします。

この際、委員会における審査の経過並びに結果について、各委員長の報告を求める

ことにいたします。

最初に総務委員長の報告を求めます。１３番畠山富勝君

【１３番 畠山富勝君 登壇】

○１３番（畠山富勝君） 総務委員会に付託になりました議案件について、審査の経過

と結果をご報告いたします。

はじめに、議案第６２号男鹿市地方活力向上地域における固定資産税の不均一課税

に関する条例の制定についてであります。

本議案は、地域再生法の一部を改正する法律の施行に伴い、本市における雇用機会

の創出、その他の地域の活力の再生を目的に、本社機能の事務所等を移転又は拡充し

た者について、固定資産税の不均一課税を実施するため本条例を制定するものであり

ます。

本案について、委員より、第１点として、本社機能の移転等に係る本条例と工場等

の誘致に係る男鹿市商工業振興促進条例の適用業種について質疑があり、当局から、

男鹿市商工業振興促進条例は、対象施設に係る固定資産税について３年間の課税免除

を、本条例は、固定資産税の３年間の不均一課税を実施するものである。男鹿市商工

業振興促進条例においては、事業者が設置する施設が工場や研究施設の場合、業種の

制限はないものの、工場等以外の場合は情報通信業、運輸業、卸売業、宿泊業等、８

分類の業種に限定されるが、本条例では地方活力向上地域への本社機能移転・拡充を

行うという要件を満たせば、業種の制限はないものであるとの答弁があったのであり

ます。
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さらに委員より、本社機能が移転してきた場合において、当該事業者が男鹿市商工

業振興促進条例の対象業種である場合、本条例との適用について、どのように整理す

るのかとの質疑があり、当局から、両条例は対象要件が一部重複する部分はあるが、

対象要件、業種に違いがあり、雇用についても男鹿市商工業振興促進条例では、新た

に雇用した市民の常勤職員が５人以上という要件であるのに対し、本条例について

は、増加雇用者が１０人、中小企業にあっては５人以上とされている。本社機能の移

転等の場合でも、男鹿市商工業振興促進条例の対象となる場合もあるが、本条例では

両条例の重複適用を除外しており、仮に企業誘致等により施設が設置された場合、本

社機能の要件に該当する施設があったときは、当該事業者がいずれかの制度について

申請する形になるので、両条例が存在していても支障を来すことはないものであると

の答弁があったのであります。

第２点として、委員より、本社機能の移転等に係る対象地域の絞り込みの考え方に

ついて質疑があり、当局から、秋田県が策定した本社機能の移転等に係る地域再生計

画は、県と市町村が連携して策定したもので、本市の地域の絞り込みについては、市

の商工部門が担当したものである。本社機能の移転等の対象地域の絞り込みについて

は、新市建設計画の各地区をゾーニングした土地利用構想を踏まえ、都市計画区域を

もとに対象地域を選定するのが妥当と考えたもので、法律上、昼夜間人口比率や一定

の産業が集積されていること、事務所等の集積を図る地域として具体的な計画の対象

となっていること、災害の危険性などさまざまな要件について定められており、これ

らを踏まえて船川港、船越地区の工業専用地域、準工業地域、近隣商業地域の区域を

中心に絞り込んだと伺っているとの答弁があったのであります。

以上の審査経過により、本案については、異議なく、原案のとおり可決すべきもの

と決した次第であります。

次に、議案第６３号男鹿市議会議員及び男鹿市長の選挙における選挙運動の公営に

関する条例の一部を改正する条例についてであります。

本議案は、公職選挙法施行令の一部を改正する政令の施行に伴い、市議会議員及び

市長の選挙における候補者の選挙運動費用に関する公費負担の限度額を改定するた

め、本条例の一部を改正するものであります。

本案について委員より、第１点として、直近の市議選における選挙運動に係る公営
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費負担の実績について質疑があり、当局から、平成２６年の市議会議員選挙の際の公

営費について、候補者２２名のうち車代については、ハイヤーを使用した候補者８名

で、全候補者が限度額に達していたものである。レンタカーを使用した候補者は１４

名で、うち１名が限度額に達し、１３名は限度額未満であった。また、レンタカーの

運転手については、請求のあった１３名の候補者が限度額に達していた。なお、レン

タカーの燃料費については、全員が限度額の半額以下であった。ポスターの単価につ

いては、ほぼ全候補者が限度額に近い額であり、１枚当たりのポスターの限度額２千

２５６円に対し、候補者の平均額は２千２０４円であった。限度額の合計について

は、ハイヤー使用とレンタカー使用で個々に違いはあるが、候補者２２名の限度額の

合計は１千５６４万３千３６円、そのうち公費負担として支払われたものが１千４８

０万３４６円、率にして９４．６パーセントとなっているものであるとの答弁があっ

たのであります。

第２点として、委員より、消費税増税に係る限度額の引き上げだが、社会情勢等が

厳しくなっている中、選挙公営に関して十分市民に理解されていないのではないか。

この条例改正を機会に、選挙運動の公費負担制度について、さらに周知を図っていく

べきでないのかとの発言があり、当局から、選挙運動に係る公費負担については、直

接候補者に支払うものではなく、事業者へ支払うもので、消費税の引き上げに伴い費

用等が増額となっていることから、今回、公職選挙法施行令の改正にあわせて条例改

正を行うものであるが、消費税引き上げは市民にとっても負担が増していることでも

あり、選挙運動に係る公費負担については、これまで以上にさまざまな機会の中で選

挙公営の目的、制度の内容について、十分に周知に努めていきたいとの答弁があった

のであります。

以上の審査経過により、本案については、異議なく、原案のとおり可決すべきもの

と決した次第であります。

以上で、総務委員会の報告を終わります。

○議長（三浦利通君） 次に、予算特別委員長の報告を求めます。１２番船橋金弘君

【１２番 船橋金弘君 登壇】

○１２番（船橋金弘君） 予算特別委員会に付託されました議案第６４号の審査の経過

と結果についてご報告申し上げます。
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本委員会は、９月８日に開会し、補正予算について補足説明を受けた後、質疑を

行ったのであります。

この際、その予算の内容については省略させていただき、質疑されました主な点に

ついて、ご報告申し上げます。

第１点として、複合観光施設整備について。

一つとして、６月定例会後の市当局の動きと、今後、議会への報告のあり方につい

て。

二つとして、１２月定例会への実施設計関連予算提案の考え方について。

三つとして、公設民営のための運営会社設立の進捗状況について。

第２点として、観光誘客宣伝費の予算内容と今後の観光客誘致のための考え方につ

いて。

第３点として、このたびの補正予算における備品購入費減額の内容とその理由につ

いて。

第４点として、総合行政情報システム関係予算の具体的な内容について、などの質

疑に対し、当局から、それぞれ答弁があったのであります。

本委員会においては、なお詳細に審査するため、常任委員会ごとによる分科会を設

置し、審査いたしたのであります。

各分科会とも、すべての審査を終了いたしたので、先ほど委員会を再開し、各分科

会委員長から詳細な報告があったのであります。

以上の審査の経過により、本委員会に付託されました議案第６４号平成２８年度男

鹿市一般会計補正予算（第２号）については、原案のとおり可決すべきものと決した

次第であります。

以上で、報告を終わります。

○議長（三浦利通君） 次に、決算特別委員長の報告を求めます。１４番船木正博君

【１４番 船木正博君 登壇】

○１４番（船木正博君） 決算特別委員会に付託されました議案第６１号平成２７年度

男鹿市一般会計及び各特別会計歳入歳出決算の認定について、審査の経過と結果につ

いてご報告申し上げます。

本委員会は、去る１２日開会し、正副委員長互選の後、会計管理者から一般会計及
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び各特別会計に係る補足説明と、監査委員から決算審査における総括意見を受け、審

査を行ったのであります。

この際、その決算の概要については省略させていただき、質疑されました主な点に

ついて、ご報告申し上げます。

第１点として、元税務課職員による公金着服事件について。

一つとして、市としての責任の所在と今後の対応について。

二つとして、各特別会計における現金不足額に対する一般会計からの繰り出しにつ

いて。

三つとして、時効の考え方とそれを阻止するための方策について。

四つとして、決算書における個人返還金等の記載状況について。

五つとして、損害賠償金額の確定時期について。

六つとして、決算書における記載内容等のあり方について。

第２点として、収入未済額の内訳とそれを解消するための方策並びに市債残高が増

加した理由について。

第３点として、第１４回男鹿日本海花火の観客数及び収支状況等の詳細について。

第４点として、家庭系ごみ有料化の考え方と今後の取り組みについて。

第５点として、マイナンバーカードに係る収支額及びその効用等について。

第６点として、男鹿市における農業生産額と独自の農業振興策及びその推進方につ

いて。

第７点として、男鹿なまはげロックフェスティバルへの補助金のあり方とその経済

効果について。

第８点として、財政調整基金の現在高と目標額の考え方について。

第９点として、なまはげの里おが応援寄附金に対する謝礼の考え方及び返戻品の内

容について。

第１０点として、グリーンプラン・パートナーシップ事業調査等の内容と複合観光

施設への活用について。

第１１点として、市税における基本的な不納欠損の考え方について。

第１２点として、固定資産評価額の違いのあり方について。

第１３点として、活用施設が決まっていない中でのグリーンプラン・パートナー
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シップ事業の試算のあり方について。

第１４点として、ブラウブリッツ、ノーザンハピネッツ及びノーザンブレッツ支援

補助金の算出根拠と今後の助成について。

第１５点として、観光誘客宣伝費による観光アドバイザーの取り組み内容につい

て。

第１６点として、なまはげの里おが応援寄附金と市税減額分について。

第１７点として、ナラ枯れの実態調査とその処理状況について。

第１８点として、地域振興基金の運用状況について。

第１９点として、統合校における学校備品の処分の仕方及び地域への活用方策につ

いて。

第２０点として、収入未済額縮減のため、庁内一体となった取り取みの考え方につ

いて。

第２１点として、なまはげ館におけるインバウンド者数及び多言語音声ガイドシス

テム等の利用者数について。

第２２点として、防災情報等メール配信業務の内容とイベント等への活用につい

て。

第２３点として、特別養護老人ホーム及び介護老人保健施設における待機者数とそ

の解消策について。

第２４点として、健幸行政推進のためのプログラム内容と検診率を上げるための方

策について。

第２５点として、退職者国保制度とその内容について。などの質疑に対し、当局か

ら、それぞれ答弁があったのであります。

以上の審査経過により、本委員会に付託されました議案第６１号平成２７年度男鹿

市一般会計及び各特別会計歳入歳出決算の認定については、起立採決の結果、不認定

とすべきものと決した次第であります。

以上で報告を終わります。

○議長（三浦利通君） これより各委員長に対する質疑を許します。質疑ございません

か。

（「なし」と言う者あり）
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○議長（三浦利通君） 質疑なしと認めます。よって、質疑を終結いたします。

これより討論に入ります。

討論の通告がありますので、これを許します。１番佐藤巳次郎君

【１番 佐藤巳次郎君 登壇】

○１番（佐藤巳次郎君） 議案第６１号平成２７年度男鹿市一般会計及び診療所特別会

計を除く各特別会計歳入歳出決算の認定について、反対の立場から討論させていただ

きます。

平成２７年度決算審査は、重要な課題がありました。それは、元税務課職員による

公金着服事件であります。

事件の発覚は平成２７年６月１５日、税務課職員から総務企画部長に対し、市税の

領収書が発行されているにもかかわらず市税が収納されていない事案を確認したとの

報告がなされたことに端を発し、その後の調査により、元職員は平成１９年から長期

にわたり税金等を着服していたことが判明したわけであります。

そして、元職員は、９月２日に業務上横領の疑いで逮捕され、平成２８年４月２０

日、判決公判で懲役４年６カ月となり、結審しました。

市では、平成２７年６月２２日に男鹿市公金着服事件調査委員会が設置され、事件

の解明等に当たり、ことしの６月６日に最終調査報告書が議会に出されております。

被害額の合計は４千５５０万４６円という多額となっております。

今回審査した一般会計歳入歳出決算書には、公金横領による現金不足額として１千

１８２万２千５０５円の現金不足額として書き込まれております。以下、国民健康保

険特別会計では２千９０９万６千６７８円、介護保険特別会計で６５万３千２４０

円、後期高齢者医療保険特別会計で１３万６千９２０円と、それぞれ公金横領による

現金不足額として記載されております。

男鹿市始まって以来の異常で不名誉な決算となりました。

また、議会でも着服が起きた原因究明及び再発防止に向けた取り組みを検査すると

して、平成２７年６月３０日、検査特別委員会を設置し、平成２７年１１月２０日に

委員会検査報告書が提出されております。

今回の事件は、男鹿市の名誉を傷つけ、市政の信頼を根幹から揺るがし、市民の信

頼を取り戻すことは容易ではありませんが、職員の皆さんは事件を真摯に受けとめ、
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再発防止と公務員としての自覚を持ち、法令遵守と倫理意識を持って職務に当たるこ

とが重要であります。

昨年の２６年度決算審査は、事件の直後であり、まだ全容解明はされておりません

でしたが、議員全員の反対で一般会計、特別会計決算を不認定としました。当然の結

果と考えます。

全容が明らかになった今回の平成２７年度決算認定は、なぜか決算特別委員会での

採決結果は、１３対６で決算は不認定となったものの、賛成者が出たことに驚いてし

まいました。

平成２７年度に発覚した事件であり、その前年度の決算認定では、２６年度にも公

金横領の事実があったとして、全議員で不認定にしたものと認識しています。私は、

ぜひ２７年度決算の認定に賛成するとしたなら、賛成討論をして、市民のその立場を

明らかにする必要があると考えます。

また、決算特別委員会で賛成したとしても、本会議の採決で反対することも、あり

得ることでもあります。

私は、２７年度に起きた市税や国民健康保険税、介護保険料、後期高齢者医療保険

料を納付している全市民にかかわる公金横領事件であります。議会として、全議員の

意思として不認定とすることが、市民への責務であり、市職員全員への責務であると

も強く考えております。全員一致で反対されることを願って、反対討論といたしま

す。よろしくお願いいたします。

○議長（三浦利通君） 以上で通告による討論は終了いたしました。

ほかに討論ございませんか。

（「なし」と言う者あり）

○議長（三浦利通君） 討論なしと認めます。よって、討論を終結いたします。

これより、ただいま討論がございました議案第６１号平成２７年度男鹿市一般会計

及び各特別会計歳入歳出決算の認定についてを採決いたします。本件は起立により採

決いたします。本件に対する委員長の報告は不認定でありますので、原案について採

決いたします。本件は、原案のとおり認定することに賛成の諸君の起立を求めます。

（賛成者起立）

○議長（三浦利通君） 起立少数であります。よって、議案第６１号は、不認定と決し
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ました。

次に、議案第６３号男鹿市議会議員及び男鹿市長の選挙における選挙運動の公営に

関する条例の一部を改正する条例についてを採決いたします。本件は起立により採決

いたします。本件に対する委員長の報告は可決であります。本件は委員長の報告のと

おり決することに賛成の諸君の起立を求めます。

（賛成者起立）

○議長（三浦利通君） 起立多数であります。よって、議案第６３号は、原案のとおり

可決されました。

次に、議案第６２号及び第６４号を一括して採決いたします。本２件に対する委員

長の報告は可決であります。本２件は各委員長の報告のとおり決することにご異議ご

ざいませんか。

（「異議なし」と言う者あり）

○議長（三浦利通君） ご異議なしと認めます。よって、議案第６２号及び第６４号

は、原案のとおり可決されました。

日程追加の件

○議長（三浦利通君） 次に、お諮りいたします。ただいま議会案第３９号が提出され

ました。この際、本件を日程に追加し、議題といたしたいと思います。これにご異議

ございませんか。

（「異議なし」と言う者あり）

○議長（三浦利通君） ご異議なしと認めます。よって、本件を日程に追加し、議題と

することに決しました。

日程第２ 議会案第３９号を上程

○議長（三浦利通君） 日程第２、議会案第３９号地方財政の充実・強化を求める意見

書を議題といたします。

お諮りいたします。本件については、会議規則第３７条第３項の規定により、提案

理由の説明及び質疑並びに委員会への付託を省略いたしたいと思います。これにご異

議ございませんか。
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（「異議なし」と言う者あり）

○議長（三浦利通君） ご異議なしと認めます。よって、本件については、提案理由の

説明及び質疑並びに委員会への付託を省略することに決しました。

これより討論に入ります。討論ありませんか。

（「なし」と言う者あり）

○議長（三浦利通君） 討論なしと認めます。よって、討論を終結いたします。

これより議会案第３９号を採決いたします。本件については、原案のとおり決する

ことにご異議ございませんか。

（「異議なし」と言う者あり）

○議長（三浦利通君） ご異議なしと認めます。よって、議会案第３９号は、原案のと

おり可決されました。

地方財政の充実・強化を求める意見書

地方自治体は、子育て支援、医療・介護などの社会保障、被災地の復興、環境対

策、地域交通の維持、教育など、多くの事務が国の法令によって実施が義務付けられ

ており、果たす役割が年々拡大しています。さらには、「まち・ひと・しごと創生事

業法」等に基づく地域経済活性化対策の取り組みなど、新たな政策課題に対応する必

要に迫られています。

一方で、この間地方で進められた様々な改革などによって、公共サービスを担う人

材は大幅に減少し、新たな行政ニーズへの対応が困難となる危険性も指摘されていま

す。しかしながら、地域住民が安心して生活するためには、安全で良質な公共サービ

スが適正かつ確実に実施されることが必要であり、人材確保を積極的に進めるととも

に、これに見合う地方財政の確立を図らなければなりません。

このような状況下、政府においては、平成２７年６月３０日に閣議決定された「経

済財政運営と改革の基本方針２０１５」の具現化にむけて、税制改革を含む財政再建

への議論が進められています。とりわけ、地方歳出のあり方については、国・地方の

プライマリーバランス改善を目標とした地方財政計画上の歳出抑制が不可欠とされて
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います。

本来、地方交付税は、全ての地方自治体が標準的な行政水準、いわゆる「ナショナ

ルミニマム」を確保できるよう財源保障するものであるとともに、地方自治体間の財

源格差を是正する機能を有しています。果断に取り組むべき財政再建が、次世代のた

めの経済再生を腰折れさせてはならないことは当然であり、財政再建目標を達成する

ために地方財政が縮小され、真に不可欠なサービスが削減されれば、国民生活と地域

経済に疲弊をもたらすことは明らかです。

このことから、２０１７年度の政府予算、地方財政の検討にあたっては、経済再生

と財政再建の好循環を実現するために、歳入・歳出を的確に見積り、人的サービスと

しての社会保障予算の充実、地方財政の確立をめざすことが必要です。このため、政

府に以下の事項の実現を求めます。

記

１．増大する地方自治体の財政需要の算定にあたっては、地方一般財源総額の確保を

はかるとともに、普遍的な経費として算定し法的安定性を確保すること。

２．地域医療、介護、子育て、地域包括ケアシステム、生活困窮者自立支援、介護保

険制度や国民健康保険制度の見直しなど、急増する社会保障ニーズへの対応と人材

を確保するための社会保障予算の確保と地方財政措置を的確に行うこと。

３．環境対策や公共施設等の維持補修・安全対策等、中長期的に必要度が増すと予想

される財政需要を的確に推計し、合理的かつ妥当な水準を確保・保障すること。

４．法人税や地方法人二税、自動車取得税をはじめ、地方財政に影響する各種税制の

廃止、減税、見直しを行う場合には、自治体の財政運営に支障が生じることがない

よう代替財源を確保すること。また、自治体裁量による税率決定を促進するため、

地方税にかかる制限税率を緩和すること。

５．小規模自治体に対する地方交付税算定については、段階補正の復元や、市町村合

併により生じた新たな財政需要に対応するため、算定方法を改善すること。また、

雇用や環境などに配慮した交付税配分とすること。
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以上、地方自治法第９９条の規定に基づき意見書を提出いたします。

平成２８年９月２１日

秋 田 県 男 鹿 市 議 会

議 長 三 浦 利 通

内 閣 総 理 大 臣 安 倍 晋 三 様

財 務 大 臣 麻 生 太 郎 様

総 務 大 臣 高 市 早 苗 様

経 済 産 業 大 臣 世 耕 弘 成 様

内 閣 官 房 長 官 菅 義 偉 様

内閣府特命担当大臣（経済財政政策担当）

石 原 伸 晃 様

内閣府特命担当大臣（地方創生・規制改革担当）

山 本 幸 三 様

日程追加の件

○議長（三浦利通君） 次に、お諮りいたします。ご配付しております議員派遣の件を

日程に追加し、議題といたしたいと思います。これにご異議ございませんか。

（「異議なし」と言う者あり）

○議長（三浦利通君） ご異議なしと認めます。よって、本件を日程に追加し、議題と

することに決しました。

日程第３ 議員派遣の件

○議長（三浦利通君） 日程第３、議員派遣の件を議題といたします。

地方自治法第１００条第１３項及び会議規則第１５９条の規定により、ご配付いた

しておりますとおり議員を派遣することにご異議ございませんか。

（「異議なし」と言う者あり）

○議長（三浦利通君） ご異議なしと認めます。よって、ご配付いたしておりますとお

り、議員を派遣することに決しました。
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○議長（三浦利通君） 以上で、本日の議事は終了いたしました。

これにて９月定例会を閉会いたします。大変御苦労さまでした。

午後 ２時３２分 閉 会
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